(別添様式１)
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名: 介護職員処遇改善等臨時特例基金交付金助成金（義務） 
　　 　 介護職員処遇改善等臨時特例基金交付金事業費（任意）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護事業者担当　電話番号：058-272-1111（内2600）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費　


　要求額：643,502千円（前年度当初予算額：2,746,464千円）

	要求内容


	１　要求の内容


  平成21年度介護報酬改定によって、介護職員の処遇改善が図られたが、他の業種との賃金格差を更に縮め、介護が確固とした雇用の場として成長していけるよう、介護職員の処遇改善に取り組む事業者へ、介護報酬とは別に介護職員処遇改善等臨時特例交付金（以下「処遇改善交付金」という。）により資金を交付し、介護職員１人当たり月額1万5千円の賃金引き上げを目的とする。
	２　所要経費


　①介護職員処遇改善等臨時特例基金交付金助成費（扶助費）

2,724,006 → 632,370千円
②介護職員処遇改善等臨時特例基金交付金事業費（委託料、需用費等）
  22,458 → 11,132千円
※　処遇改善交付金は、平成21年度に国から交付された「介護職員処遇改善等臨時特

例交付金」により造成した基金を財源としているため、事業の終期となる平成24年

3月介護サービス提供分までを対象とした処遇改善交付金の所要額、及び精算事務等にかかる経費を所要経費とする。
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け

	


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　１　高齢者の介護や見守りの体制を整える

　　　○介護サービスを支える人材を確保する

	２　これまでの取組状況


圏域ごとの説明会などを開催し、より多くの事業者に対して処遇改善交付金の活用
を促した。

また、事業所から提出された処遇改善計画により、賃金改善など介護職員の処遇改
善の具体化を進めてきた。
	３　これまでの取組に対する評価


処遇改善交付金により、目標とした介護職員の賃金改善が図られた。

・平成21年度の賃金等の改善効果：平均月額1万5千9百円の増額
・平成22年度の賃金等の改善効果：平均月額1万6千円の増額
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産
収入
	寄附金
	その他
	県債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	2,746,464
	
	
	
	
	
	53
	
	※2,746,411

	要求額
	643,502
	
	
	
	
	
	40
	
	※643,462

	決定額
	643,502
	
	
	
	
	
	40
	
	※643,462


「※介護職員処遇改善等臨時特例基金繰入金」充当
